
 

 

 

 第８回 堺市公共事業評価監視委員会 

 

 

 

 審議対象事業説明資料 

 

 

 

審議対象事業 

 

1. 南海高野線連続立体交差事業            【再評価】 

2. 大和川圏域総合流域防災事業（準用河川改修事業）（百舌鳥川）【再評価】 



再評価審議対象事業一覧表　（2事業） 　  （1/1）

進捗率 事業の置かれている状況

（R5.3） （現状での課題）

無し

CO2排出削減量3,959t/
年
NOx排出削減量8.9t/年
SPM排出削減量0.61t/年

〇駅周辺整備による市街地の活性化
○踏切渋滞の解消
・踏切渋滞の解消による周辺道路の交通
　の円滑化
○歩行快適性の向上
・踏切除却による歩行者・自転車利用者
　の移動円滑化と利便性の向上
・歩行者や自転車と自動車交通の分離に
　よる安全な通行環境の確保
○緊急車両のアクセシビリティの向上
・緊急車両の搬送時間短縮による救命救
　急活動の支援
○高架下空間の活用
・商業施設の誘致により、人々が集う活
　気と賑わいある空間を創出
・駐輪場、駐車場等の整備により、駅周
　辺の安全かつ円滑な交通を確保
〇防災性の向上
・津波避難時の避難路形成

○費用便益比

B／C＝1.10【事業全体（関
連事業を含む）】
　総便益　B＝423.0億円
　総費用　C＝386.0億円

※評価時点　R5年度
※費用便益算定の根拠
「費用便益分析マニュアル
＜連続立体交差事業編＞
（R4.2）」
国土交通省 道路局 都市局

途中段階の整備効果
発現状況

特に無し

自然環境等への
影響と対策

事　業　内　容
及　び

事　業　コ　ス　ト

採択年度

定量的評価

事業が長期間
要している理由

事業効果の発現状況

評　価

市の評価

完成目標年度

継　続

継続

令和19年度

事業
種別 事　業　名

街
路
事
業

南海高野線
連続立体交差

事業

定性的評価

  事業費　　　　　  約 565億円
（内訳）測量設計費　約  35億円
　　　　用地補償費　約  62億円
　　　　 　 工事費  約 468億円
　関連事業費　　　  約  40億円

 延長　　　　　：L＝約3.2km
 関連側道延長　：L＝約4.8km
 高架化される駅：浅香山駅、堺東駅
 踏切除去数　　：10箇所

〇踏切除却と関連都市計画
道路の整備による交通の円
滑化と安全性の確保

〇駅周辺整備による市街地
の活性化

〇災害時における避難経路
 確保等による防災性の向
 上

平成21年度

市 民 の ニ ー ズ

河
川
事
業

大和川圏域総合
流域防災事業
（準用河川改修

事業）
（百舌鳥川）

百舌鳥川は、流路延長3.22㎞、流域面積
4.73km2の準用河川である。
河道改修　L=2.05 km（河床掘削区間
L=1.51 km、河道拡幅及び河床掘削区間
L=0.54km）

近年、全国各地で豪雨災害
が頻発しており、治水安全
度の向上が求められてい
る。

平成31年度

工事　1％
改修済延長　0.00
/2.05km　(0％)

河川全体：1.17 /
3.22km　(36％)

全体事業費：2,689百万円

○B／C＝14.8
総便益 B＝約359.2億円
総費用 C＝約 24.3億円

①評価基準年度：令和5年
度
②対象：令和元年度以降の
改修事業

治水安全度の向上により、地域住民の安
心・安全の向上につながる

○影響：当該河川は、3
面張の水路構造の河川
形態であることから、
改修による自然環境等
への影響は少ない。
○対策：河川用地に余
裕のある区間について
は、緩勾配護岸にする
等、親水性確保ならび
に植生環境に配慮した
整備に努める。

当該河川の改修進捗は事業
費ベースで全体の1％であ
り、治水安全度は事業着手
前と同程度である。

継続

継　続

〇河積が狭小で河道内の施
工が困難であるうえ、沿線
に家屋が連担しており、施
工性が悪い。
〇財源となる国庫補助金を
確保していく必要がある。

令和16年度

　　　　



再評価個票（その１） 

事 業 名 南海高野線連続立体交差事業 

事 業 箇 所 堺市堺区遠里小野町～榎元町 

再評価理由 
再評価実施後５年が経過し、現在も継続中の事業であるため。（前回実施

H30） 

事業が長期間要 

している理由 
 

事
業
概
要 

目   的 

本事業は、南海電気鉄道南海高野線の大和川～大阪中央環状線付近約 3.2

㎞において鉄道を高架化することにより、10 か所の踏切を除却し、都市

内交通の円滑化を図り、市の顔としてふさわしい市街地の形成による都市

の活性化を図る事業である。 

内   容 

延長 L＝約 3.2km、関連側道延長 L＝約 4.8km 

高架化される駅：浅香山駅、堺東駅 

踏切除去数：10箇所 

事 業 費 

事業費       約 565 億円 

（内訳）測量設計費 約  35 億円 

用地補償費 約  62 億円 

      工事費  約 468 億円 

関連事業費     約  40 億円 

維持管理費 約 9.77百万円 / 年 

上 位 計 画 
堺市基本計画 2025（令和 3 年 3月策定） 

堺市都市計画マスタープラン（平成 10年 10月策定、令和 3年 7月改定） 

関 連 事 業 
・都市計画道路 築港天美線 

・都市計画道路 三国ヶ丘線 

事
業
の
進
捗
状
況 

経    過 

計画時の想定 現時点での状況 

事業着手年度 2021年度 

完成予定年度  2037年度 

事業着手年度 2021年度 

完成予定年度  2037年度 

進 捗 状 況 

（令和５年度末） 
― 

用地測量・支障物件調査・鉄道調査

設計を実施中 

途 中 段 階 の 

整 備 効 果 

発 現 状 況 

無し 

課   題 特に無し 

 



再評価個票（その２） 

事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
の
変
化 

事
業
目
的
に
関
す
る
諸
状
況 

南海高野線は、現在は地表を走る鉄道であることから臨海部と内陸部をつなぐ

道路と鉄道が交差する箇所には、踏切が存在しており、現在はそこで渋滞が発生

し、円滑な交通の確保が難しい状況にある。また、臨海部と内陸部を分断し、地

域の一体的な発展を妨げている。 

地
域
の 

状
況 

・朝夕のピーク時を中心に踏切遮断時間が 1 時間当たり 30 分程度となり、交通

渋滞が発生している。 

・踏切解放時の歩行者、自転車、自動車の錯綜により、安全性に問題がある。 

・鉄道により地域が分断され、東西地域の一体的発展が阻害されている。 

市
民
の 

ニ
ー
ズ 

・踏切除却と関連都市計画整備による交通の円滑化と安全性の確保 

・駅周辺整備による市街地の活性化 

・災害時における避難経路確保等による防災性の向上 

事
業
効
果
の
定
量
的
評
価 

費
用
便
益
分
析 

計画時の想定 現時点での状況（変更点） 

○B／C＝1.05【事業全体（関連事業を

含む）】 

 総便益 B＝346.5億円 

 総費用 C＝330.3億円 

 

 

※評価時点 H30年度 

※費用便益算定の根拠 

「費用便益分析マニュアル＜連続立

体交差事業編＞（H30.2）」 

国土交通省 道路局 都市局 

※利用 OD表 

平成 17 年度道路交通センサスベース

平成 42 年将来 OD表（H25 修正版） 

○B／C＝1.10【事業全体（関連事業を

含む）】 

 総便益 B＝423.0 億円 

 総費用 C＝386.0億円 

 

 

※評価時点 R5年度 

※費用便益算定の根拠 

「費用便益分析マニュアル＜連続立

体交差事業編＞（R4.2）」 

国土交通省 道路局 都市局 

※利用 OD表 

平成 22年度道路交通センサスベース平

成 42年将来 OD表（令和元年度修正版） 

そ
の
他 

の
指
標 

  

事業効果の 

定性的評価 

〇駅周辺整備による市街地の活性化 

○踏切渋滞の解消 

 ・踏切渋滞の解消による周辺道路の交通の円滑化 

○歩行快適性の向上 

 ・踏切除却による歩行者・自転車利用者の移動円滑化と利便性の向上 

・歩行者や自転車と自動車交通の分離による安全な通行環境の確保 

○緊急車両のアクセシビリティの向上 

・緊急車両の搬送時間短縮による救命救急活動の支援 

○高架下空間の活用 

 ・商業施設の誘致により、人々が集う活気と賑わいある空間を創出 

・駐輪場、駐車場等の整備により、駅周辺の安全かつ円滑な交通を確保 



〇防災性の向上 

・津波避難時の避難路形成 

自然環境等へ 

の影響と対策 

CO2 排出削減量：3,959t/年 

 NOx 排出削減量：8.9t/年 

SPM排出削減量：0.61t/年 

その他特記 

すべき事項

（コスト縮減

の取り組み） 

 

 



令和5年12月20日
堺市建設局道路部

堺市公共事業評価監視委員会

○南海高野線連続立体交差事業

【再評価】
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事業概要

1

目的
・鉄道の高架化により、10箇所の踏切を除却し、都市内交通の円滑化を図る
・市の顔としてふさわしい市街地の形成による都市の活性化を図る
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南海電気鉄道高野線連続立体交差事業区間：約３.２ｋｍ

【再評価対象】
連続立体交差事業
築港天美線（錦綾町交差点から今池町3丁交差点）
三国ヶ丘線



全体事業費 約549億円

【内訳】

高野線連続立体交差事業 約512億円

築港天美線 約 18億円

三国ヶ丘線 約 19億円

事業概要・進捗状況

2

・都市計画決定：令和 3（2021）年8月

・事業認可 ：令和 4（2022）年3月

・完成予定 ：令和20（2038）年3月

〇事業の進捗状況（令和5年）

〇事業のスケジュール

南海電気鉄道高野線連続立体交差事業区間：約３.２ｋｍ

：鉄道
：側道
：関連事業

高野線付属街路
東2号線

関連側道：約４.８ｋｍ、６路線（東側：約２.５ｋｍ、西側：約２.３ｋｍ）

〇事業費（鉄道負担金を除く）

・用地測量・物件調査・鉄道調査設計を実施中



現地状況

3

①

①浅香山駅

②

②浅香山3号踏切東側 ③浅香山3号踏切西側

③

④

⑤

⑥

⑤堺東駅（西）④堺東駅（北） ⑥堺東2号踏切



施工ステップ・完成イメージ

4

南海高野線連続立体交差事業区間：約３.２ｋｍ

仮線方式の施工ステップのイメージ 直上方式の施工ステップのイメージ

完成イメージ図(踏切の除却)
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事業効果（費用便益比）

道路整備による
■移動時間短縮（自動車類、歩行者）
■走行経費減少
■交通事故減少（交通円滑化・踏切解消）

各効果を便益として金銭化

全事業 残事業

総便益（R5現在価値） 423億円 423億円

総費用（R5現在価値）

（ ）内は単純合計

386億円
（554億円）

375億円
（543億円）

費用便益比 1.1 1.1

全事業評価の結果 残事業評価の結果

全
体
事
業
の
便
益

423億円

11億円

375億円

全
体
事
業
の
便
益

423億円

残
事
業
費

5
※全体事業の便益（総便益）、残事業費（残事業の総費用）、投資事業費（全事業と残事業の総費用の差額）は
「費用便益分析マニュアル<連続立体交差事業編>」（令和4年2月 国土交通省 道路局都市局）に基づき算出した値
※総費用には、関連する都市計画道路（２路線）の整備にかかる事業費と供用後50年間の道路の維持管理費を含む

※当該路線は部分供用区間がないため、全事業と残事業の総便益は同じとなる。

投資事業費

375億円
残
事
業
費



事業効果（踏切渋滞の解消）

6

鉄道の高架化により、現状発生している踏切を起因とした渋滞を解消する

令和5年7月12日（水）7:00～21:00実施

写真

完成イメージ図(踏切の除却)



事業効果（安全で快適な歩行環境の確保）

7

踏切の除却により、歩行者の安全と快適な歩行者環境を確保する

踏切利用者数（歩行者・自転車） 踏切による遮断時間

令和元年10月1日（火）実測値（7時～19時）
※浅香山2号踏切は調査無

歩行者・自転車踏切通過状況

踏切除却により、踏切解放時の通行の
集中（歩行者、自転車、自動車の錯綜）が
解消され、安全な歩行環境を確保

昼間12時間のうち、各踏切で4.0～5.8時間、交通が遮断され
ていたが、立体交差化による踏切の除却により解消

合計
15,167人/12h

4.9
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688
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1,479
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3,383
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事業効果（緊急車両のアクセシビリティの向上）

浅香山病院

堺消防署

堺消防署
三国ヶ丘出張所

清恵会病院

阪堺病院

堺山口病院

耳原総合病院

踏切除却により緊急車両の到着時間が短縮し、救命救急活動を支援する

２次救急医療施設及び消防署位置図

堺消防局

救急車の踏切遮断状況

生存率の向上

8

到着時間の短縮（堺消防署三宝出張所～今池町付近）

※三宝出張所から浅香山3号踏切を通り今池町付近に行くルートを想定。

堺消防署
三宝出張所



事業効果（高架下空間の活用）

9



事業効果（駅周辺整備による市街地の活性化）

鉄道高架化と併せた駅周辺整備により、市街地活性化する。

10

【堺東駅前周辺】

※将来のイメージ図であり、確定したものではありません

出典：堺都心未来創造ビジョン（令和５年５月）



まとめ

①費用便益分析

・全体事業における費用便益比 1.1

②踏切渋滞の解消

③安全で快適な歩行環境の確保

・踏切による損失時間解消、安全な歩行環境の確保

④緊急車両のアクセシビリティの向上

⑤高架下空間の活用

⑥駅周辺整備による市街地の活性化

■事業効果

事業の実施により十分な効果発現が期待できる

今後も事業継続し、R19(2037)年度の事業完了を目指す

11



再評価個票（その１） 

事 業 名 大和川圏域総合流域防災事業（準用河川改修事業）（百舌鳥川） 

事 業 箇 所 堺市北区中百舌鳥町地先～堺市東区野尻町地先 

再評価理由 事業着手後５年間が経過した時点で継続中の事業であるため。 

事業が長期間要 

している理由 
 

事
業
概
要 

目   的 

準用河川百舌鳥川は、堺市地域防災計画において、1/10（時間雨量 50 ミ

リ程度）を整備目標としているが、現況の流下能力では、それを満たして

いない。近年、流域内における浸水被害が頻発していることから、上流域

の狭窄部を含む約 2km区間の整備を実施する。 

内   容 

百舌鳥川は、流路延長 3.22km、流域面積 4.73km2の準用河川である。 

河道改修 L=2.05 km（河床掘削区間 L=1.51 km、河道拡幅及び河床掘削

区間 L=0.54km） 

事 業 費 全体事業費：2,689百万円 

維持管理費 約 13.4百万円／年（治水経済調査要綱に基づく事業費の 0.5%／年） 

上 位 計 画 
石津川水系河川整備基本方針（大阪府）H14.5策定 

石津川水系河川整備計画（大阪府）  H27.1策定 

関 連 事 業  

事
業
の
進
捗
状
況 

経    過 

計画時の想定 現時点での状況 

事業採択年度 

平成 31年度 

事業着手年度 

平成 31年度 

完成予定年度 

平成 41年度 

事業採択年度 

平成 31年度 

事業着手年度 

平成 31年度 

完成予定年度 

令和 16年度 

進 捗 状 況 

（令和５年度末） 

※ 

工事 - ％ 

改修延長：2.05 km  ※1 

 （河川全体：3.22km）※2 

 工事 1％ 

改修済延長：0.00 / 2.05km(0％) ※1 

河川全体：1.17 / 3.22km(36％) ※2 

途 中 段 階 の 

整 備 効 果 

発 現 状 況 

当該河川の改修進捗は事業費ベースで全体の 1％であり、治水安全度は事

業着手前と同程度である。 

課   題 

〇河積が狭小で河道内の施工が困難であるうえ、沿線に家屋が連担してお

り、施工性が悪い。 

〇財源となる国庫補助金を確保していく必要がある。 

進捗状況については、以下のとおり整理している。 

※1 改修済延長 ：改修対象区間延長(2.05km)に対する改修済延長の割合を示す。 

※2 河川全体進捗：河川全体の延長(3.22km)に対する計画規模の治水安全度を満足する区間の延長の割合を示す。 



再評価個票（その２） 

事
業
を
巡
る
社
会
情
勢
の
変
化 

事
業
目
的
に
関
す
る
諸
状
況 

本事業は、大阪府が管理する二級河川石津川水系の二次支川（一次支川は二級

河川百済川）である二級河川百舌鳥川の上流部に位置する準用河川百舌鳥川にお

いて治水安全度の向上を目的とした河川改修事業である。 

堺市地域防災計画において、1/10（時間雨量 50 ミリ程度）を整備目標として

いるが、現況の流下能力では、それを満たしていない。近年、流域内における浸

水被害が頻発していることから、上流域の狭窄部を含む約 2km 区間の整備を実

施する。これまでの経緯は以下のとおりである。 

・昭和 50年 3月に準用河川に指定される。 

・昭和 53年～61年に準用河川事業で但馬池～上流端間を暫定整備。 

・昭和 62年～平成 2年に雨水調節施設として但馬池を整備。 

・平成 12年～15年に大津池の洪水調節機能を上げる暫定整備を実施。 

・平成 14年 二級河川石津川整備計画（二次支川）が策定される。 

・平成 30年に総合流域防災事業（L=2.05 ㎞）として事業認可を受け、令和元 

  年度より事業を進めている。 

地
域
の 

状
況 

〇百舌鳥川流域では、下水道雨水幹線の整備が完了しており、流域からの流出が

河川に集中しやすい状況となっている。 

〇国勢調査（平成 27年度～令和 2年度）の変化 

人口：1%増加、世帯数：7%増加 

市
民
の 

ニ
ー
ズ 

近年、全国各地で豪雨災害が頻発しており、治水安全度の向上が求められている。 

事
業
効
果
の
定
量
的
評
価 

費
用
便
益
分
析 

計画時の想定 現時点での状況（変更点） 

○B／C＝11.7 

総便益 B＝約 258.4億円 

総費用 C＝約 22.2億円 

 

 
①評価基準年度：平成 30年度 

②対象：平成 31 年度以降の全事業 

※治水経済マニュアル（案）(H17.4)に基づき評価 

○B／C＝14.8 

総便益 B＝約 359.2 億円 

総費用 C＝約 24.3 億円 

 

 
①評価基準年度：令和 5 年度 

②対象：令和元年度以降の改修事業 

※治水経済マニュアル（案）(R2.4)に基づき評価 

そ
の
他 

の
指
標 

  

事業効果の 

定性的評価 
治水安全度の向上により、地域住民の安心・安全の向上につながる 

自然環境等へ 

の影響と対策 

○影響：当該河川は、3面張の水路構造の河川形態であることから、改修による

自然環境等への影響は少ない。 

○対策：河川用地に余裕のある区間については、緩勾配護岸にする等、親水性確

保ならびに植生環境に配慮した整備に努める。 

その他特記 

すべき事項

（コスト縮減

の取り組み） 

〇護岸に FRP パネルを設置することで、河道粗度係数を低下させて、拡幅・掘

削量の低減を図る。（FRP：繊維強化プラスチック） 

 



令和5年12月20日
堺市建設局土木部

○大和川圏域総合流域防災事業
（準用河川改修事業）

（百舌鳥川）
【再評価】

堺市公共事業評価監視委員会
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１．事業概要

p.2



事業概要

 近年、日本全国において大雨の発生回数が増加傾向にある。

全国での近年の水害発生状況

※出典:国土交通省資料「最近の河川行政に関する話題提供」
p.3



事業概要

 近年、水害が頻発化・激甚化しており、治水事業の重要性が高まっている。

全国での近年の水害発生状況

※出典:国土交通省HP「流域治水の推進」URL:https://www.mlit.go.jp/river/kawanavi/prepare/ p.4



事業概要

堺市内の河川

準用河川
百舌鳥川

p.5

 一級河川（１河川）
狭間川

 二級河川（３河川）
内川、土居川、内川放水路

 準用河川（４河川）
百舌鳥川、光竜寺川
伊勢路川、和田川

 普通河川（９河川）
前田川、小平尾川、美濃川
百済川、妙見川、法道寺川
明正川、和田川、第2豊田川

 堺市管理河川のうち、狭間川・百舌鳥川
以外は、計画規模1/10（50㎜/ｈ程度）の降
雨に対応する河川改修が完了している

 狭間川は今年度工事で河川断面の改修
が完了予定であり、未対応の河川は百舌鳥川
のみとなる

堺市の管理河川

堺市管理河川の整備状況



事業概要

百舌鳥川流域の概要

 流路延⾧:3.22km
 流域面積:4.73km2

 流域市:大阪狭山市、堺市
 流域内は全域が低平地であり、百舌鳥川
沿川には民家が密集している

 上流側:石池都市雨水線（下水道管理）
 下流部:二級百舌鳥川（大阪府管理）
 調節池が2箇所（大津池、但馬池）

p.6

但馬池

大津池

整備済み
L=1.17㎞



事業概要

整備内容

整備区間 延⾧ 内容

北区中百舌鳥町地先～
東区野尻町地先 約2.05km

但馬池および大津池を存置する時の計画高水
流量を対象に、河道改修(掘削区間約1,507m、
掘削及び拡幅区間約540m)を行う。

p.7

下流区間 中流区間 上流区間

ＦＲＰ板

整備目標

 時間雨量50mm程度の降雨（計画規模1/10）に対応した河道改修の実施



事業概要

百舌鳥川のこれまでの整備状況

令和3年度実施個所

・令和3年度:引堤工事（右岸側）

・令和2年度:鋼矢板打設工事（右岸側）

令和2年度実施個所

 平成31年度より着手し、令和5年度末時点で事業の進捗は約1％である。

p.8

計画区間
L=2.05㎞

・平成31年度:設計業務



２．事業の必要性に関する視点

p.9



事業の必要性に関する視点

 百舌鳥川流域では、平成11 年、平成16 年及び平成20 年と浸水被害が発生しており、地元住民の安心安全のた
めに、河川改修事業の必要性が高まっている。

 百舌鳥川流域を含む地域の人口(国勢調査)は、平成27年度～令和2年度で約1%増加
 百舌鳥川流域を含む地域の世帯数(国勢調査)は、平成27年度～令和2年度で約7%増加
 堺市全体の人口密度は約5,500人/km2に対して、百舌鳥川流域の関係地域の約9,400人/km2であり、百舌鳥川流

域は堺市内でも人口が密集している地域である。

被害状況

出水時の様子

p.10

但馬池上流区間



事業の必要性に関する視点
時間雨量50mm程度の降雨に対する浸水想定範囲

 時間雨量50mm程度の降雨（計画規模1/10）発生時、改修予定区間からの溢水により、家屋浸水が広範囲に発
生する恐れがあり、引き続き事業を実施する必要がある。

改修前 改修後

浸水が解消

p.11

拡大

床下浸水:48.5ha

床上浸水:  1.9ha



事業の必要性に関する視点
時間雨量50mm程度の降雨に対する事業効果

 本事業による改修が完了することで、河道からの溢水を防ぎ、浸水被害を解消することができる
（浸水範囲内の世帯数:改修前 床上72世帯、床下1628世帯⇒改修後 浸水なし）

p.12



事業の必要性に関する視点
費用便益比(B/C)

 「治水経済マニュアル（案）」(国土交通省 水管理・国土保全局、令和2年4月)に基づいて、
浸水被害軽減効果を河川改修事業の効果(便益:B)とし、建設費および維持管理費を河川改修事
業の投資(費用:C）として費用便益比(B/C)の算出を行った。

 氾濫解析の結果から算出された浸水被害の現況と改修後における差を被害軽減効果とした。
 準用河川百舌鳥川における今回の評価のＢ／Ｃは１４．８となり、事業実施の妥当性を有する
投資効果が確認できる。

河川名 項目 計画当初 今回評価
準用河川百
舌鳥川

Ｂ／Ｃ B/C＝11.7
B=258.4億円
C=22.2億円

B/C＝14.8
B=359.2億円
C=24.3億円

p.13



３．事業進捗の見込みの視点

p.14



事業進捗の見込みの視点

事業の進捗
 令和5年度末時点で事業の進捗は約1％である。
 河積が狭小で沿川に家屋が連担しており施工性が想定以上に悪く、遅延している。
 現在の進捗では当初計画のR11年度での完了は難しいため、完成予定年度をR16年度に変更を行う。
 狭間川の河道改修が完了予定であり、今後は百舌鳥川に予算を集中させ事業の進捗を図っていく。
 事業実施による治水効果が十分期待できることから、引き続き事業を継続することが妥当であると考える。

航空写真断面写真

①

②

No.120 付近

No.160 付近

府道堺富田林線

国道310号

府道大阪高石線
府道深井畑山宿院線

府道西鳳東線

なかもず駅

中百舌鳥駅
白鷺駅

大阪公立大学
中百舌鳥キャンパス

白鷺
小学校

写真①写真②

大津池

但馬池
白鷺公園

中百舌鳥
小学校 中百舌鳥

中学校

凡 例

流域界

想定氾濫区域

二級河川区間

準用河川区間

石池雨水線
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４．市の評価（現案）

p.16



市の評価（現案）

市の評価（現案）

事業の必要性等
• 近年、全国的に甚大な水害が頻発している状況などから治水事業の重要性は高く、
事業の必要性はより高まっている。

• 流域を含む地域の人口・資産などに大きな変化はないが、災害時要配慮者である
高齢者の割合が増えている。また、百舌鳥川は堺市内でも特に人口が密集してい
る地域に位置しており、事業による治水安全度の向上が必要である。

• 現時点で百舌鳥川改修事業の費用対効果を算出したところ、Ｂ／Ｃは１を大きく
超えており、事業実施の妥当性を有する投資効果が確認できる。

事業の進捗の見込み
• 令和5年度末時点で、事業の進捗は１％である。
• 今後は、施工性の向上のための方策を検討するとともに、予算を百舌鳥川改修事
業に集中させていくことにより、事業の進捗を図っていく。

事業の継続

p.17


